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 This article clarifies the effective entrepreneur methods and the sustainable management 
models of the building lease business for restaurants and drinking bars by way of the example 
successive business example analysis. The business example is a building lease enterprise 
located in Saga city, Japan.  
It focuses the business planning at the business founding and the successive business 
management for long term business operation with the sufficient benefits. 
 The building lease business studied was founded on the unique strategies. They were vertically 
gathering of restaurants and bars distributed horizontally, creating the trophy building and 
seeking the top among the district. And this entrepreneurship was also supported by good 
considerations for diminishing the initial cost and the running cost of the building lease 
business. 
 The sustainable management with a sufficient profit for over thirty two years had  
continued by the continuous business innovations which covered the building facility 
management, the tenants and also the end customers of the restaurants and bars. 
 The analysis for the example business and the comparison studies with the other business 
managements carried out leads to the importance of three business model considerations. They 
are the three layered service profit chains model among the building owner, the tenants and the 
end customers of the tenants, the platform forming model for solving the tenants’ problems, and 
the development model of the solution platform as a creative spiral. 
 The article also lists up the effective suggestions for the coming entrepreneurs of the building 
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  １．１．１ 事例事業起業時の社会背景 
 当該飲食店舗賃貸ビル事業経営者が起業したのは，1978 年である．日本はこの時期，第
二次世界大戦後の荒廃から復興し，高度経済成長から安定成長へ向かっていた．日本の経























民営化が挙げられる．1980 年代後半から 1990 年の初頭にかけて，地価の高騰，株式市場の
過熱，過剰流動性による，いわゆるバブル経済の破綻が到来した． 
 



































者数は 38,053 人で，全体に占める割合が約 33.2％であることが示されている．第一次産業
は 8,756 人，第二次産業は 21,968 人，第三次産業は 83,092 人となっている．このように商
業において出荷額が同規模都市に比べて，とりわけ多いわけでもないが，産業別人口から
見ると第三次産業の割合が特に大きい． 








大和地区に，2000 年「イオンモール佐賀大和」が開業した．続いて 2003 年に，中心街から




佐賀市の主要商店街通行量調査を表１－２に示す．4 日間の通行量の合計が，昭和 60 年
の 349,807 人をピークに年々減少し，18 年後の平成 15 年には 4 日間の合計が 113,194 人と
なっている．通行量が３分の１に減少していることが分かる． 
同じように夏の 7 月期を見るとそれも昭和 60 年に日曜日の 1 日の通行量が 103,405 人で




調査要領：毎年，7 月の最終土日を挟む木曜日～日曜日の 4 日間を調査期間とし， 
9 時～18 時の 9 時間で計測．カウント地点は 12 ヵ所． 
 
佐賀市中心市街地の定住人口の推移を表１－３に示す．昭和 51 年度には 10,614 人であっ
たものが，平成 15 年度には 7,032 人と 33.7％も減少している． 
 5 
表１－３ 佐賀市中心市街地の定住人口の推移[4] 






















駅前中央一丁目 270  212  118  106  88  101  103  110  114  220  
駅南本町     295  247  198  157  187  188  197  223  
唐人一丁目 631  577  505  456  462  389  400  347  344  364  
唐人二丁目 524  445  413  336  266  224  215  202  196  183  
神野東一丁目 750  628  667  632  529  485  469  466  463  444  
天神一丁目 515  427  364  344  288  219  213  224  332  407  
天神二丁目 488  580  556  541  754  730  706  702  744  748  
愛敬町 1,148  1,212  598  587  496  427  398  412  408  407  
大財一丁目 617  578  557  472  472  393  397  423  403  407  
大財三丁目 384  373  305  391  363  400  409  402  400  401  
白山一丁目 954  857  738  649  550  542  613  625  619  629  
白山二丁目 377  343  288  275  235  272  291  305  290  307  
呉服元町 822  672  601  504  428  346  336  320  309  304  
栄町     33  55  72  99  92  85  86  95  
成章町 502  462  377  336  291  228  230  215  214  207  
八幡小路 442  412  391  412  382  343  346  343  329  314  
中央本町 491  426  321  283  232  196  194  182  180  179  
中の小路 495  414  366  377  367  319  306  313  319  331  
松原一丁目 129  93  79  78  83  64  71  72  64  66  
松原二丁目 426  361  335  286  185  251  242  418  447  468  
松原三丁目 339  278  229  193  161  143  142  136  129  131  
堀川町 310  277  240  236  461  500  465  442  445  451  
合計 10,614  9,627  8,376  7,796  7,363  6,828  6,825  6,932  7,032  7,286  
 
佐賀市の中心商店街店舗数の推移を表１－４に示す．佐賀市中心市街地の商店街店舗数
の合計が平成 14 年 5 月には 756 店舗であり，空店舗数が 117 店舗あった．空店舗率が 15.5％
であったものが，平成 22 年度 8 月期には店舗数が 894 店舗と増加したものの，空店舗数に







  調査年月日 平成 14年 平成 15年 平成 16年 平成 17年 平成 18年 平成 19年 平成 20年 平成 21年 平成 22年 
地区名 
 
5月 11日 6月 7日 6月 12日 7月 8日 6月 30日 8月 31日 8月 4日 8月 10日 8月 31日 
1． 店 舗 数 189 185 186 193 192 187 183 183 181 
唐人町商店街地区 空き店舗数 33 28 26 33 39 41 42 45 46 
  空き店舗率 17.46% 15.14% 13.98% 17.10% 20.31% 21.93% 22.95% 24.59% 25.41% 
2． 店 舗 数 94 96 99 108 145 146 144 132 134 
白山名店街地区 空き店舗数 11 17 19 26 23 22 24 32 26 
  空き店舗率 11.70% 17.71% 19.19% 24.07% 15.86% 15.07% 16.67% 24.24% 19.40% 
3． 店 舗 数 25 32 38 46 50 51 51 49 62 
白山いきいき地区 空き店舗数 10 17 11 18 22 12 11 11 14 
  空き店舗率 40.00% 53.13% 28.95% 39.13% 44.00% 23.53% 21.57% 22.45% 22.58% 
4． 店 舗 数 62 62 60 55 61 57 55 52 55 
呉服町名店街地区 空き店舗数 16 14 14 14 13 14 17 22 28 
  空き店舗率 25.81% 22.58% 23.33% 25.45% 21.31% 24.56% 30.91% 42.31% 50.91% 
5． 店 舗 数 42 37 36 45 38 43 40 39 39 
元町商店街地区 空き店舗数 6 4 10 16 8 9 10 7 3 
  空き店舗率 14.29% 10.81% 27.78% 35.56% 21.05% 20.93% 25.00% 17.95% 7.69% 
6． 店 舗 数 15 15 15 15 15 15 15 16 16 
中央マーケット地区 空き店舗数 1 3 3 3 4 4 4 4 5 
  空き店舗率 6.67% 20.00% 20.00% 20.00% 26.67% 26.67% 26.67% 25.00% 31.25% 
7． 店 舗 数 147 146 148 146 165 161 158 156 163 
中央本町地区 空き店舗数 8 10 13 9 19 19 15 15 23 
  空き店舗率 5.44% 6.85% 8.78% 6.16% 11.52% 11.80% 9.49% 9.62% 14.11% 
8． 店 舗 数 80 86 82 84 96 96 92 93 96 
県庁通り地区 空き店舗数 4 9 3 8 16 13 11 17 18 
  空き店舗率 5.00% 10.47% 3.66% 9.52% 16.67% 13.54% 11.96% 18.28% 18.75% 
9． 店 舗 数 102 104 135 127 146 146 146 151 148 
中央大通り地区 空き店舗数 28 34 45 48 46 34 38 46 42 
  空き店舗率 27.45% 32.69% 33.33% 37.80% 31.51% 23.29% 26.03% 30.46% 28.38% 
  店 舗 数 756 763 799 819 908 902 884 871 894 
    計 空き店舗数 117 136 144 175 190 168 172 199 205 
  空き店舗率 15.48% 17.82% 18.02% 21.37% 20.93% 18.63% 19.46% 22.85% 22.93% 
 
 １．２ 飲食店舗の実態 
 
















































































 １．４ 研究の手法と視点 
 



























































































けている．Manager と administrator の経営能力や事業ノウハウは効率的でレベルも高いが，
創造的能力やイノベーション能力はあまり要求されない．Manager と administrator と，起業
家の経営能力は重複する部分があるが，マネジャーは経営資源の保全を重要視するのに対
し，Entrepreneur の行動は起業機会に影響を受け起業機会に駆り立てられる[11]．  





























































ップ 10 調査結果がある．会社設立 10 年以内に遭遇した経営の危機トップ 10 調査結果を表
２－１に示す．  
 
表２－１ 会社設立 10 年以内に遭遇した経営の危機トップ 10 調査結果[15] 


























































































































































































野中らは，知識創造のプロセスを SECI プロセスとして説明している．SECI プロセスを
図２－７に示す． 
 













































































































































































































































































































































































































 ３．１ 事例事業とその経営履歴 
  ３．１．１ 研究対象の選択理由 











  ３．１．２ 経営の変遷，経営の事実 






表３－１ S ビル，S2 ビルに関する主な事業歴 
年月 主な事業歴 
1974年 Sビル土地購入 
1978年 3月 Sビル設計開始 
1978年 11月 銀行借入れ（Sビル建設資金） 
1979年 2月 Sビル建築確認許可 




1981年 9月 Sビル 3・4階開業 
1987年 3月 S2 ビル企画設計開始 
1987年 10月 S2 ビル建築確認許可 
1987年 10月 隣接ビルの増築として許可をとる(容積率の為) 
1988年 1月 銀行借入れ（S2 ビル建設資金） 
1988年 3月 S2 ビル施工開始 









2009年 12月 AXSパークオープン 








ビル経営者は，1974 年 1 月に S ビル建設予定地等，複数ヶ所の土地の譲渡交渉に入った．
1974 年，S ビル建設予定地を購入完了した．1978 年 3 月に S ビルの設計を開始した．同年
11 月，S ビル建設の資金を銀行より借入した．1978 年 12 月に建築確認申請を行った．1979
年 2 月に S ビル建築確認許可が下りた．1979 年 3 月，S ビルの施工を開始した．同年 8 月
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～9 月に，S ビルの飲食店舗内装施工を開始した． 
1979 年 10 月に，S ビルは５階建として完成し，落成オープンした．但し，３・４階部は，
１・２階店舗の営業状態を判断してから店舗募集を行う計画に沿い，ビル躯体と外壁のみ
完了の状態，いわゆるスケルトンの状態で保持された． 
1979 年 10 月，S ビルの１・２階飲食店舗の営業が開始された．1981 年 2 月に，ビル経営
者は S ビル３・４階の屋内改装の申請をした．1981 年 4 月～8 月，S ビル３階・４階が飲食
店舗用に屋内改装された．なお，S ビル３階は，隣接する S 立体駐車場と，ビル本体工事段
階で連結されていた．同 7 月～9 月に S ビル３階・４階の飲食店舗の内装工事を開始し，同
9 月末完了した．ビル経営者が当初計画していた 10 月のオープンに間に合った． 
1981 年 10 月，S ビル３・４階が完成し，ビル全館飲食店舗営業の状態が開始された．約
3 年後の 1984 年，S ビルは全店舗満室の状態となった． 
以降，営業を続けながら中小規模の改修工事と，法定および自主的定期メンテナンスを
行ってきた．法定メンテナンスは，年 2 回の専門業者による消防設備点検である．自主的
定期的なメンテナンスは，年 2 回の下水系統検査，洗浄作業である． 
S ビルの大規模改修工事に関しては，2004 年 7 月に開始し，2007 年に完了した．内容は，
外壁塗装工事，屋上防水改修工事，通路改装工事であった．また，2011 から 2012 にかけ，
全面仮設足場を組み，外壁塗装，シーリング改修工事を行った．外壁塗装に関しては，建










ビル経営者は，1987 年 3 月，S2 ビルの実質的な設計を開始した．1987 年 8 月，S2 ビル
建築確認申請を行った．1987 年 10 月に S2 ビル建築確認許可が下りた．このビル経営者は，
申請にあたって関連機関と強い熱意を持って掛け合い，通常見られないような申請条件の
発案を行うなどした．1988 年１月，S2 ビル建設資金を銀行より借入れた．1988 年 3 月，S2
ビル施工を開始した．1988 年 7 月～9 月に，飲食店舗内装を開始した．1988 年 10 月，９階
建ての S2 ビルが完成し，落成オープンした．同月，S2 ビルの飲食店舗が営業を開始した． 
S2 ビルの定期メンテナンスは，法定メンテナンスである専門業者による年 2 回の消防設
備点検のみであった．これが可能となったのは，S2 ビルが S ビル建設および運営の経験を
生かし，運営やメンテナンス上の問題点等を解決する方向で企画，設計されたためである． 
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S2 ビルの大規模改修工事に関しては，2004 年 7 月に開始し，2007 年に完了した．内容は，
外壁塗装工事，屋上防水改修工事，通路改装工事であった．また 2011 から 2012 にかけ，全
面仮設足場を組み，外壁塗装，シーリング改修工事を行った．外壁塗装に関しては，建設
当初より約７年の間隔で断続して改修を続けている． 
また，1998 年と 2004 年に，雨仕まいの悪い部分に構造鉄骨の痛みが見つかり，営業を続
けながらの改修工事を行った． 
 
３）S ビル，S2 ビルの入居率の推移 
S ビル，S2 ビルの入居率（入居坪数/全坪数 %）の推移を図３－１に示す．図３－１の入
居率は，その時点での入居済み店舗床面積を賃貸可能な店舗全床面積で除したものである． 
 
図３－１ S ビル，S2 ビルの入居率（入居坪数/全坪数 %）の推移 
 
 S ビルは 1979 年の完成時は 1Ｆ，2Ｆのみの営業であり，入居率（対全床面積）は 62％だ
った．その後入居率は順調に上昇し，6 年後の 1985 年には 3F，4Fをあわせ 100％になった．
ビル完成から現在までの 32 年間の平均入居率は 87％であった． 
S2 ビルの 1988 年完成時の入居率 73％，入居確定テナントを含めると 100％であった．ビル
完成から現在までの 23 年間の平均入居率は 86％であった． 





















































































































































































































調査対象店舗は，S ビル，S2 ビルへ入居した全ての店舗とした．調査期間は，S ビルに関
しては 1979年 10月の１階，２階部分開業から 2011年 12月末までの 32年 2ヶ月間とした．






～3年 3～5年 5～10年 10～20年 20～30年 30年以上 
Sビル 17 10 15 17 8 7 
S2ビル 10 7 12 13 5 1 
（単位：人） 
 
 20 年以上の継続店舗経営者は，S ビルで 15 人，S2 ビルで 6 人であった．S ビルでの最
高積算継続年数は 41 年 6 ヶ月，S2 ビルでは 32 年 4 ヶ月であった．これらの継続年数は各
ビルの開業からの年数より長い．この理由は，先に述べたように，同一店舗経営者が複数
の店舗を並行して経営していたためである．複数店舗の並行経営事例が，合計で 7 例あり，
そのうちの 6 例が継続年数 19 年 4 ヶ月以上であった．またこの他にも，同一ビル内，また
は事例 2 ビル内で店舗の場所を移動しながら，継続営業したケースが 5 例あった．これら








































～3年 3～5年 5～10年 








～3年 3～5年 5～10年 
10～20年 20～30年 30年以上 
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 S ビル，S2 ビルとも，5～20 年継続の例が最も多いことが分かった．S ビルに 3 年未満
の例が多いが，これは S ビルが開業後 32 年経過し，店舗経営者の引退などの理由で，新規
店舗の入居が頻繁であることを示している．図３－３継続年数割合のグラフから，10 年以
上の継続事例の全体に占める割合が，S ビルで 43％，S2 ビルで 39％に達していることが分
かる． 
 事例のビル経営者や，同地域の他のビル経営者に聞き取り調査を行った結果，同一ビ
ルでの一般的な継続年数は約 5～6 年であった．最高継続年数としては 48 年という例があ
るが，この店舗は飲食店舗賃貸ビルには入らず，小規模雑居ビルで途中数回，場所を移動
している．また，純粋な「飲み屋」ではなく，レストラン事業を伴っているものであった． 
これらのことから，事例の S ビル，S2 ビルの店舗継続年数は，一般的な飲食店舗ビルに
比し，極めて高い水準を維持してきたといえる． 
 
５）S ビル，S2 ビルの利益率の推移 




図３－４ S ビル，S2 ビルの利益率の推移 
 





６）駐車場：AXS パーク，AXS2 パーク 
同ビル経営者が経営する，駐車場事業の変遷を述べる．1994 年 10 月に S2 ビル隣接地の





























































































































































にビル経営者は，銀行より，前出の 190 坪の土地の購入資金を借入れた．2008 年 6 月に，
AXS2 パークの残りの用地を取得した．この用地は 80 坪の面積で，自己資金で取得した．
2008 年 10 月に，AXS パークの用地 220 坪を，自己資金で取得した．2008 年 12 月，AXS
パークをオープンした．続いて 2009 年 4 月に，AXS2 パークをオープンし，現在に至って
いる． 
 なお，S ビルに隣接した S 駐車場，およびその 1 階には賃貸店舗があるが，この物件は，
現在，主力の賃貸物件とはなっていない． 
 















所有者番号 ビル記号 所有年数 所有期間 備考 
1 福岡-6 38年 6ヶ月 1973/6/30～ 新築より継続経営 
2 佐賀-2 30年 8ヶ月 1978/12/5～2009/1/8 差し押さえ後，解除，2012/5/31に取壊し 
3 福岡-1 30年 2ヶ月 1975/1/17～2005/3/30 2005売却 
4 福岡-2 28年 2ヶ月 1983/10/26～ 新築より継続経営 
5 佐賀-7 27年 1977/1/10～2004/1/22 2004差押さえ 
6 佐賀-4 26年 1985/11/25～ 新築より継続経営 
7 佐賀-5 25年 1986/12/5～ 1986売買後，継続経営 
8 福岡-3 24年 6ヶ月 1981/3/10～2005/9/16 2005売買 
9 福岡-3 19年 4ヶ月 1961/11/5～1981/3/10 新築後継続経営，1981売買 
10 佐賀-3 17年 2ヶ月 1986/10/18～2003/12/26 新築後，継続，2003差押さえ 
11 佐賀-1 15年 2ヶ月 1988/10/3～2003/12/26 2010/12/31 ビル取壊し 
12 福岡-8 14年 3ヶ月 1975/2/5～1989/8/29 福岡-8ビル本館 
13 佐賀-6 14年 1997/12/2～ 土地売買後，継続経営 
14 福岡-9 13年 11ヶ月 1985/9/1～1999/8/28 売買入手後，1999年相続 
15 佐賀-6 13年 8ヶ月 1984/3/30～1997/12/1 売買入手後，1997差押さえ 
16 福岡-5 13年 2ヶ月 1998/10/1～ 売買入手後，継続 
17 福岡-10 12年 11ヶ月 1998/1/5～ 競売入手後，継続 
18 福岡-9 12年 3ヶ月 1999/8/28～ 相続後，継続 
19 福岡-11 11年 5ヶ月 1992/7/1～2004/5/26 新築後，2004年売却 
20 福岡-4 9年 8ヶ月 1996/2/9～2005/10/17 売買入手後，2005年売却 
21 佐賀-5 9年 6ヶ月 1977/5/20～1986/12/4 新築後，1986年売却 
22 福岡-8 8年 3ヶ月 1993/4/27～2001/8/17 売買入手後，2001年売却 
23 福岡-4 8年 1984/10/18～1992/10/30 新築後，1992年差押さえ 
24 福岡-7 7年 5ヶ月 2004/7/31～ 新築後，継続 
25 佐賀-6 7年 1ヶ月 1977/1/18～1984/3/30 遺贈後，1977年売却 
26 福岡-1 5年 8ヶ月 2005/3/30～2010/12/27 売買入手後，2010年売却 
27 福岡-3 5年 6ヶ月 2006/6/1～ 売買入手後，継続 
28 福岡-4 5年 2ヶ月 2005/10/17～ 売買入手後，継続 
29 福岡-8 5年 1ヶ月 2005/11/30～ 売買入手後，継続 
30 福岡-5 5年 1983/9/30～1998/10/1 新築後，1998年売却 
31 福岡-8 4年 3ヶ月 2001/8/17～2005/11/30 売買入手後，継続 
32 福岡-8 3年 7ヶ月 1989/8/29～1993/4/27 相続後，1993年売却 
33 福岡-9 2年 7ヶ月 1983/1/26～1985/9/1 新築後，1985年売却 
34 佐賀-6 1年 5ヶ月 1975/8/15～1977/1/17 新築後，1997年遺贈 
35 福岡-11 1年 4ヶ月 2004/5/26～2005/10/20 売買入手後，翌年年売却 
36 福岡-11 1年 4ヶ月 2007/9/19～2009/1/20 売買入手後，2009年差押え 
37 福岡-10 1年 1ヶ月 1991/3/31～1992/5/8 新築後，翌年差し押さえ 
38 福岡-11 1年 1ヶ月 2009/9/9～2010/10/13 受託者変更入手後，翌年差押さえ 
39 福岡-1 1年 2010/12/27～ 売買入手後，継続 
40 福岡-11 11ヶ月 2005/10/20～2006/9/29 売買入手後，翌年売却 
41 福岡-3 8ヶ月 2005/9/16～2006/6/1 売買入手後，翌年売却 
42 福岡-11 7ヶ月 2009/1/20～2009/8/31 信託入手後，同年 9月差押え 
43 福岡-11 6ヶ月 2006/9/29～2007/4/20 売買入手後，翌年売却 
44 福岡-11 5ヶ月 2011/7/20～ 売買入手後，継続 
45 福岡-11 4ヶ月 2007/4/20～2007/8/31 売買入手後，同年 8月売却 
46 福岡-11 0ヶ月 2005/10/20～2005/10/20 売買入手後，同月売却 
47 福岡-11 0ヶ月 2007/4/20～2007/4/20 売買入手後，同年 4月売却 
48 福岡-11 0ヶ月 2007/8/31～2007/9/19 売買入手後，同年 9月年売却 





事例の S ビル，S2 ビルと同条件，すなわち，同一ビル経営者で，新築から 2012 年 7 月末
まで，事業が継続してきたビルという条件で検索した場合，調査対象 18 ビル 49 所有者の
うち，4 例が該当した．長い順に示すと，所有者番号１福岡-6 ビルの 38 年 6 ヶ月，所有者
番号 4 福岡-2 ビルの 28 年 2 ヶ月，所有者番号 6 佐賀-4 ビルの 26 年，所有者番号 24 福岡-7
ビルの 7 年 5 ヶ月であった．差押さえがなされた例についてみると，継続年数は，概数で
表示すると 31 年，27 年，17 年，14 年，8 年，1 年，1 年，1 年，7 ヶ月であった．この 9
例中 4 例が佐賀市のビルであった．佐賀市の調査対象は 7 ビルであるので，調査対象の半
数以上のビルが差押さえに合っている．また，差押え前の継続年数の上位 4 例は全て佐賀









 ３．２ 起業時の特徴 

































  ３．２．２ 起業時の重要課題 
  
１）飲食業及び飲食店舗の形態 

























 (a) S ビルのコンセプト 
S ビルの外観，内部景観を図３－５に示す． 
 













































図３－６ S2 ビルの外観，内部景観 
 
















当時午後 7 時から午前 12 時～1 時が飲食店舗の一般的な営業時間であったが，午後 7 時か
















し，入居させた．入居時の敷金は家賃の 27 ヶ月分を設定した．当時としては相場の 3～5
倍であった．S ビルの場合は家賃の 35 ヶ月分であったが，S2 ビルでは家賃自体を S ビルの




 ① S ビル 
 ビル経営者は融資を受けることができるという前提で，着工の 2 年ほど前からビル建設








の 1978 年 11 月に資金調達の目処が立った． 
 
 ② S2 ビル 
 S2 ビルの建設資金は自己資金と，金融機関からの融資であった．S2 ビルの建設資金借り
入れは 1988 年 1 月であり，S ビル建設時の借り入れの 10 年後にあたる．今回は S ビルの時
と違い，複雑な計画書の作成や金融機関へ日参する努力は不要であった．金融機関は，既
に 10 年間実行された安定した返済実績と，ビル事業自体の営業実績を好材料として評価し
た．約 2.5 億円の資金を 7 年の返済計画で借り入れた．  
 50 
４）ビル建設コスト管理 
 ① S ビル 











 ② S2 ビル 












  ３．２．３ 安定期までの施策 
１）店舗入居者の募集 
 ① S ビル 











番目，3 番目の店舗を S ビルで開店するよう直接勧誘した．また，不動産業者以外の第三者
を介して得た情報をもとに，入居を勧誘した． 
 




































































































































































した．また，年に 1 回ビル全体の大規模な清掃工事を行った．S2 ビルは 9 階建てで，7 階










































































③  店舗経営者の世代交代に関する指導と問題点 









































































































②  店舗経営者および運営者の継承的交代 

























































































































一例を挙げれば，トイレの仕様である．事例の S ビルでは 1979 年の建設当時，便器仕様









































































































































































































































































































































































































































































































































































































歓楽街での立地条件 ○      ○ 
  
ブランド性（ビルのネームバリュー） ○      ○ 
  































































































































      
○ 
入居店舗への顧客誘導 








































































































































































































































































































その結果現在までに，S ビルの落成時より営業している飲食店舗は，30 年以上が 7 
店舗，20 年以上 4 店舗，10 年以上 5 店舗であった． 

























営が成り立つと言われている．そのような中で S ビルは 1979 年の完成時は 1Ｆ，2Ｆのみの
営業であり，入居率（対全床面積）は 62％だった．その後入居率は順調に上昇し，6 年後
の 1985 年には 3F，4F をあわせ 100％になった．ビル完成から現在までの 32 年間の平均入
居率は 87％であった． 
S2 ビルの 1988 年完成時の入居率 73％，入居確定飲食店舗を含めると 100％であった．ビ
ル完成から現在までの 23 年間の平均入居率は 86％であった． 









































































事業成長の視点 組織や規模の拡大よりも質の拡大と変革 組織成長モデル 
事業継続の視点 
コストダウン（イニシャルとランニング） リスクマネジメント 
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－１として示した．調査時点は 2012 年 7 月で，調査した飲食店舗ビルは，福岡市中州地区，




付表１－１ S ビル，S2 ビルに関する事業歴（１） 
 

















































 a.1～2階は１区画を 8.5坪とする． 
 b.3～4階は１区画を 10坪とする． 
 小 8.5坪 中 10坪 大 8.5坪×2～3区画 10坪×2～3区画 
  
（例）店舗の仕様 
小…カウンターと 0～1のボックス席 収容人数 10～13人 
中…カウンターと１～２のボックス席 収容人数 12～20人 










































付表１－１ S ビル，S2 ビルに関する事業歴（２） 
 























































































付表１－１ S ビル，S2 ビルに関する事業歴（３） 
  
年月 事業歴 ビル経営者の思考過程，および事業の実際 















































































































付表１－１ S ビル，S2 ビルに関する事業歴（４） 
   

























































































設計段階で S2 ビルテナントの広さを決定． 
（9階建てで 1 フロア賃貸 38坪） 
小（8.5坪） 中（14.5坪） 大（小・中の組合せ） 
◎理由 

















付表１－１ S ビル，S2 ビルに関する事業歴（５） 
  






































































































付表１－１ S ビル，S2 ビルに関する事業歴（６） 
 
年月 事業歴 ビル経営者の思考過程，および事業の実際 























































































































  テナント運営の相談にのりアドバイスを行う．（継続的に対処） 
























































































付表１－１ S ビル，S2 ビルに関する事業歴（８） 
 
  

































































































































年月 事業歴 ビル経営者の思考過程，および事業の実際 































ＴＳＲレポート（指定事項調査）シート１ 調査番号  佐賀-１ ～ 福岡-11 
 ビル名   所在地   
面積・土地/建物   地番・底地/建物   
土地地目   建物種類/構造   
 １.所有権に関する事項 
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